
58.3%

69.5%

87.4%

6.3%

5.3%

3.4%

35.4%

25.1%

9.2%

30～99人

100～299人

300人以上

令和３年度（10月末） 令和４年度（10月末）

■テレワークの導入状況

導入している

65.7%

今後予定あり

5.6%

導入予定なし

28.7%

大企業だけでなく、中堅・小規模企業とも導入状況はほぼ横ばい

（348社）

（561社）

（1,295社）

＜テレワーク導入実態調査＞基準日：令和４年10月31日、無作為抽出、2,255社回答 1

調査結果の概要 別紙

導入している

62.9%

今後予定あり

5.3%

導入予定なし

31.8%

55.0%

70.6%

80.2%

6.1%

4.4%

3.8%

38.9%

25.0%

16.0%

30～99人

（1,319社）

100～299人

（592社）

300人以上

（344社）



96.5%

86.7%

82.6%

69.0%

64.8%

60.2%

59.5%

57.6%

53.1%

52.0%

37.8%

32.8%

1.1%

0.0%

6.5%

5.2%

6.2%

6.5%

4.5%

3.0%

6.2%

9.1%

6.4%

6.0%

2.5%
13.3%

10.9%

25.9%

29.0%

33.3%

36.0%

39.4%

40.7%

38.9%

55.8%

61.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

情報通信業

金融業・保険業

その他

不動産業

製造業

サービス業

卸売業・小売業

教育・学習支援業

医療・福祉

建設業

運輸業・郵便業

飲食業・宿泊業

導入している 今後予定あり 導入予定なし

■テレワークの導入状況（業種別）
情報通信業、金融業・保険業が上位

2
※回答数30以上の業種を抜粋

（285社）

（45社）

（58社）

（341社）

（507社）

（422社）

（33社）

（81社）

（175社）

（172社）

（67社）

（46社）



通勤時間の削減、育児・介護対応等への効果が上位

3
N＝1419

■テレワークの導入目的

93.0%

43.1%

37.1%

30.5%

18.4%

10.9%

9.2%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非常時（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ、地震等）の事業継続対策

従業員の通勤時間、勤務中の移動時間の削減

育児・介護中の従業員への対応

生産性の向上

人材の確保

オフィスコスト等の経費の削減

障害者等の通勤に支障がある従業員への対応

その他



今後もテレワークを継続

する（拡大の方向）

10.7%

今後もテレワークを継続する

（同規模程度） 75.1%

テレワークをやめる

2.0%
無回答 0.3%

今後のテレワーク継続意向として、約９割の企業が「継続」と回答

4

今後もテレワークを
継続する意向 合計97.7％

■テレワークの継続意向

N＝1,419

今後もテレワークを継続する
（縮小の方向）

11.8％

11.9%

7.2%

12.2%

14.8%

72.4%

79.7%

75.5%

75.0%

13.1%

11.0%

10.1%

9.1%

2.6%
1.7%

1.6%

0.0%

0.0%

0.5%

0.5%
1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30～99人

100～299人

300～999人

1,000人以上

今後もテレワークを継続する（拡大の方向）

今後もテレワークを継続する（同規模程度）

今後もテレワークを継続する（縮小の方向）

テレワークをやめる

無回答

＜企業規模別＞

（725社）

（418社）

（188社）

（88社）

※小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計は一致しない場合がある。



現場での作業が必要な業務であることが大多数

5（複数回答可）

N＝716

■テレワークを導入しない理由

77.5%

48.9%

20.4%

15.8%

15.5%

14.0%

12.0%

12.0%

10.5%

9.9%

9.6%

8.0%

6.6%

3.9%
0% 20% 40% 60% 80%

現場での作業が必要な業務のため

対面での業務のため

文書の電子化が進んでいないから

社内のコミュニケーションに支障があるから

情報漏洩が心配だから

機器購入等の導入費用がかかるから

顧客先のシステムが、テレワークに対応していないため

周囲の従業員にしわ寄せがあるから

携帯電話やソフトウェアの利用料など運営費用がかかるから

従業員の評価が難しいから

顧客の希望により、対面での業務が必要なため

経営層・管理職の理解が得られないから

人事制度や給与制度などの制度整備に手間がかかるから

その他



ペーパーレス、コミュニケーションツールの導入、ＰＢＸの整備などが上位

6（複数回答可）

N＝2,255

■テレワークの導入・定着・拡大のために必要なこと

67.5%

42.8%

28.3%

27.4%

27.3%

22.4%

19.5%

14.1%

11.8%

9.2%

0 20 40 60

ペーパーレス、はんこレスなどの決裁の社内手続きの電子化

コミュニケーションツールの導入・充実（Web会議システ…

代表電話への着信を携帯電話などに振り分けられるシス…

資料作成以外の基幹業務に利用できる業務ソフト（会…

自宅以外の場所（サテライトオフィスなど）でテレワークが…

訪問サービスや営業などの現場において、移動時間や隙…

その他現場作業等の一部を遠隔で実施できる機器やソフ…

建設現場や製造現場などにおいて、離れた場所にカメラを…

ワーケーションなど新しい働き方ができる環境

その他

ペーパーレス、はんこレスなどの決裁の社内手続きの電子化

コミュニケーションツールの導入・充実
（ウェブ会議システム、チャットツールなど）

代表電話への着信を携帯電話などに振り分けられるシステムの導入
（ＰＢＸなど）

資料作成以外の基幹業務に利用できる業務ソフト
（会計ソフト、ＣＡＤなど）の導入

自宅以外の場所（サテライトオフィスなど）でテレワークができる環境

訪問サービスや営業などの現場において、移動時間や隙間時間を活用し、
業務報告や記録作成などのテレワーク（モバイルワークを含む）を行うための

モバイル機器やクラウド型のシステムの導入

そのほか現場作業等の一部を遠隔で実施できる機器やソフト等の導入

建設現場製造現場などにおいて、離れた場所にカメラを設置し映像を
送受信することで、遠隔地から現場の状況を把握し、遠隔での指示等が

可能となる機器等（遠隔監視ロボットなど）の導入

ワーケーションなど新しい働き方ができる環境

その他


